
不利益処分の処分基準

(平成 30年 4月 1日作成)

処 分 名 特定工場の設置に関する必要な事項の変更命令

根拠法令(例規)及び条項 工場立地法第 10条第 1項

法令 (例規 )番号 昭和 34年法律第 24 号

関 係 条 項 工場立地法第 9 条第 2項

所 管 課 係 名 経済観光課商工労働係

処

分

基

準基 準

【工場立地法】

（勧告）

第九条 市町村長は、第六条第一項、第七条第一項又は前条第一項の規定による届出があつ

た場合において、その届出に係る事項（敷地面積又は建築物の建築面積の増加をすること

により特定工場となる場合に係る第六条第一項の規定による届出の場合には、当該増加に

係る部分に限り、第七条第一項又は前条第一項の規定による届出の場合には、当該変更に

係る部分に限る。以下同じ。）のうち第六条第一項第五号及び第六号の事項以外の事項が次

の各号のいずれかに該当するときは、その届出をした者に対し、特定工場の設置の場所に

関し必要な事項について勧告をすることができる。

一 特定工場の新設又は第七条第一項若しくは前条第一項の規定による届出に係る変更

（以下「新設等」という。）によつてその周辺の地域における工場又は事業場の立地条件

が著しく悪化するおそれがあると認められるとき。

二 特定工場の新設等をしようとする地域の自然条件又は立地条件からみて、当該場所を

当該特定工場に係る業種の用に供することとするよりも他の業種の製造業等の用に供す

ることとすることが国民経済上極めて適切なものであると認められるとき。

２ 市町村長は、第六条第一項、第七条第一項又は前条第一項の規定による届出があつた場

合において、その届出に係る事項のうち第六条第一項第五号の事項が第一号に該当し、又

は同項第六号の事項が第二号に該当するときは、その届出をした者に対し、同項第五号又

は第六号の事項に関し必要な事項について勧告をすることができる。

一 第四条第一項の規定により公表された準則（第四条の二第一項の規定により市町村準

則が定められた場合にあつては、その市町村準則を含む。）に適合せず、特定工場の周辺

の地域における生活環境の保持に支障を及ぼすおそれがあると認められるとき。

二 特定工場の設置の場所が指定地区に属する場合において、当該特定工場からの汚染物

質の排出が当該指定地区において設置され又は設置されると予想される特定工場からの

汚染物質の排出と一体となることによりその周辺の地域における大気又はその周辺の公

共用水域における水質に係る公害の防止に支障を及ぼすおそれがあると認められると

き。

３ 前二項の勧告は、第六条第一項、第七条第一項又は前条第一項の規定による届出のあつ

た日から六十日以内にしなければならない。



処分基準の未設定理由

ア：処分基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：処分実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの

備 考 意見陳述省略



不利益処分の処分基準

(平成 30年 4月 1日作成)

処 分 名 組合への措置命令

根拠法令(例規)及び条項 商店街振興組合法第 85 条

法令 (例規 )番号 昭和 37年法律第 141 号

関 係 条 項 商店街振興組合法第 81 条第 2項及び第 84 条第 1項

所 管 課 係 名 経済観光課商工労働係

処

分

基

準

基 準

処分基準の未設定理由

ア：処分基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：処分実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの

備 考

意見陳述省略



不利益処分の処分基準

(平成 30年 4月 1日作成)

処 分 名 組合への解散命令

根拠法令(例規)及び条項 商店街振興組合法第 86 条

法令 (例規 )番号 昭和 37年法律第 141 号

関 係 条 項 商店街振興組合法第 36 条第 2項

所 管 課 係 名 経済観光課商工労働係

処

分

基

準

基 準

処分基準の未設定理由

ア：処分基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：処分実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの

備 考

意見陳述省略



不利益処分の処分基準

(平成 30年 4月 1日作成)

処 分 名 先端設備等導入計画の認定の取消し

根拠法令(例規)及び条項 生産性向上特別措置法第 41条第 3項

法令 (例規 )番号 平成 30 年法律第 25号

関 係 条 項 生産性向上特別措置法第 40条第 4項

所 管 課 係 名 経済観光課商工労働係

処

分

基

準

基 準

処分基準の未設定理由

ア：処分基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：処分実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの

備 考

聴聞



＜根拠法令＞

〇生産性向上特別措置法

（先端設備等導入計画の変更等）

第四十一条 前条第一項の認定を受けた中小企業者（以下「認定先端設備等導入事業者」という。）は、当該認定に係る

先端設備等導入計画を変更しようとするときは、経済産業省令で定めるところにより、当該認定をした特定市町村の認

定を受けなければならない。

２ 特定市町村は、認定先端設備等導入事業者が当該認定に係る先端設備等導入計画（前項の規定による変更の認定があ

ったときは、その変更後のもの。以下「認定先端設備等導入計画」という。）に従って先端設備等導入を行っていない

と認めるときは、その認定を取り消すことができる。

３ 特定市町村は、認定先端設備等導入計画が前条第四項各号のいずれかに適合しないものとなったと認めるときは、そ

の認定を取り消すことができる。

４ 特定市町村は、前二項の規定により前条第一項の認定を取り消したときは、その旨を経済産業大臣に通知するものと

する。

５ 前条第四項及び第五項の規定は、第一項の認定について準用する。

＜関係条項＞

〇生産性向上特別措置法

（先端設備等導入計画の認定）

第四十条 同意導入促進基本計画に基づく先端設備等の導入（以下「先端設備等導入」という。）をしようとする中小企

業者は、その実施しようとする先端設備等導入に関する計画（以下この条及び次条において「先端設備等導入計画」と

いう。）を作成し、経済産業省令で定めるところにより、その導入する先端設備等の所在地を管轄する特定市町村（同

意導入促進基本計画を作成した市町村をいう。以下同じ。）に提出して、その認定を受けることができる。

２ 二以上の中小企業者が先端設備等導入を共同で行おうとする場合にあっては、当該二以上の中小企業者は共同して先

端設備等導入計画を作成し、前項の認定を受けることができる。

３ 先端設備等導入計画においては、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一 先端設備等の種類及び導入時期

二 先端設備等導入の内容

三 先端設備等導入に必要な資金の額及びその調達方法

４ 特定市町村は、第一項の認定の申請があった場合において、その先端設備等導入計画が次の各号のいずれにも適合す

ると認めるときは、その認定をするものとする。

一 当該先端設備等導入計画が導入促進指針及び当該特定市町村の同意導入促進基本計画に適合するものであること。

二 当該先端設備等導入計画に係る先端設備等導入が円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。

５ 特定市町村は、第一項の認定をしたときは、経済産業大臣に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。


